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１. はじめに 

 建設工事では，生産性向上等を目的に鉄筋コンクリート構造物の

プレキャスト化が増えてきている．プレキャスト工法における重要

な要素は接合方法であり，その中でも鉄筋の継手は，プレキャスト

工法の施工性や構造物の性能に大きな影響を与える．安保ら 1）によ

って開発された鋼管で拘束された重ね継手（以降，鋼管拘束型鉄筋

継手）は，施工が容易であり，引張試験において重ね継手長さを鉄

筋径の 20 倍以上とすれば，鉄筋の伸びが 5％程度確保できると報告

されている．そこで，鋼管拘束型鉄筋継手の性能を確認するため，

基礎部材に継手を設置した実大規模の柱部材の試験体を用いて正負

交番載荷試験を実施した． 

２. 工法概要 

 本稿で対象とするプレキャスト工法の概要を図-1 に示す．まず，

基礎部材を構築する際に，柱軸方向の定着鉄筋および継手用の鋼管

を設置する．次に，柱部材を建て込む直前に鋼管内へグラウト材を

充填する．最後に，柱部材の軸方向の鉄筋を上方から鋼管内に挿入

しながら，柱部材を建て込む．柱部材建て込み後の作業はほとんど

なく，現場施工の大幅な省力化が期待できる工法である． 

３. 交番載荷試験 

交番載荷試験の概要を図-2 に示す．柱部材の断面は 700mm×

700mm とし，軸方向鉄筋は D32（SD490），帯鉄筋は D19（SD345）

を配置した．柱基部には柱部材の変形性能を向上させるためにスパ

イラル筋 U7.1（SBPD1275）を配置した 2）．フーチング部材には，鉄筋径の 20 倍（L＝640mm）の継手用鋼

管φ139.8（STK400）を設置した．既往の研究 1）では，最終的に鉄筋が鋼管から抜け出していたため，本実

験では鋼管の板厚を 3.5mm から 6.6mm に変更して，鋼管による拘束力を向上させた．継手鋼管内に充填し

たグラウト材は，プレミックスタイプの無収縮モルタルを使用し，その圧縮強度は，72.6N/mm
2 であった．

また，柱部材に使用したコンクリートの圧縮強度は 29.4N/mm
2 であった． 

柱部材には，1.0N/mm
2（490kN）の一定軸力を載荷し，フーチング天端より 2400mm の位置で正負交番載

荷試験を実施した．柱部材の軸方向鉄筋は載荷方向に各 2 段配置されており，最外縁および 2 段目の軸方向

鉄筋が，正負それぞれの載荷時に降伏ひずみに達した時点での水平変位の平均値を±1δy とした．載荷方法

は， 1δy の整数倍で各 1 回の正負繰返しの漸増載荷とした． 

載荷試験において，±4δy の載荷で水平ジャッキのストロークと鉛直ジャッキの移動量が限界近くなった

ため，±5δy の載荷以降は鉛直ジャッキを取り外し，水平ジャッキをフーチング天端より 1600mm の位置に

下げて試験を継続した． 
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図-1 プレキャスト工法の概要 
  

 

図-2 交番載荷試験の概要 
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４. 試験結果 

曲げモーメントと水平変位の関係を図-3 に示す．ここ

に示す水平変位は，フーチング天端より 2400mm の位置

の計測結果としている．同図には，鉄道構造物等設計標

準 3）により算出した計算値を併記している． さらに，

部材降伏点と最大耐荷力における実験値と計算値の曲げ

モーメントの比較を表-1 に示す．曲げモーメントの値は

いずれも実験値が計算値を上回っているものの，水平変

位との関係は計算値と概ね同程度であった． 

安保らが実施した引張試験 1）では，図-4に示すように，

鉄筋が抜け出す際に，鋼管中央付近の周方向のひずみが

急増していることが確認されている．ここで，本実験で

計測した鋼管周方向のひずみの履歴を図-5に示す．図-4

のような鋼管中央付近の周方向のひずみが急増する傾向

は見られず，その値は最大でも約 250×10
-6 程度であった．

このことから，本実験においては，鋼管からの鉄筋の抜

け出しは非常に小さかったと考えられる． 

次に，試験後の継手端部の損傷状況を写真-1 に示す．

引張試験 1）では，継手端部でモルタルが円錐状に破壊し

て鉄筋が抜出しているが，本実験では，継手端部の充填

材には大きな損傷は見られなかった．以上のことからも，

鋼管継手からの鉄筋の抜出しはほとんど無かったと推察

される． 

５. まとめ 

 重ね継手長さを鉄筋径の 20 倍とし，鋼管の板厚を

6.6mm とした鋼管拘束型鉄筋継手を用いて，基礎部材と

プレキャスト柱部材を接合しても，柱部材の変形性能に

影響を与えないことが分かった．また，柱部材が大変形

した後も，継手からの鉄筋の抜出しはほとんどなく，高

応力が繰返して作用する状態においても，継手を介して

鉄筋の応力は伝達されると考えられる． 
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図-3 柱基部曲げモーメント－水平変位 

  

表-1  曲げモーメントの比較 

 
  

 
図-4 鋼管周方向のひずみ 1）  

  

 
図-5  柱基部曲げモーメント－鋼管のひずみ 

  

  
写真-1 継手端部の損傷状況 
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